
１ 岐阜県エネルギービジョンの見直し
について

資料２
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岐阜県次世代エネルギービジョン
（平成23年３月）

【主要プロジェクト】
（１）省エネルギー対策の推進
（２）複数のエネルギー・技術のベストミックス
（３）コストメリットを重視したエネルギー

技術の導入

【主な事業内容】
・ＥＶ、ＰＨＶの普及促進
・太陽光発電の普及促進
・次世代エネルギーインフラ実証による
データ収集 など

国・社会情勢など、エネルギーを取り巻く動向を踏まえた見直し

【主要プロジェクト】
（１）再生可能エネルギー創出プロジェクト
（２）エネルギー地産地消プロジェクト
（３）次世代エネルギー使用定着プロジェクト

【主な事業内容】
・エネルギーコンソーシアムによる技術開発
・燃料電池自動車（FCV）の計画的な普及促進
・木質バイオマス、小水力発電の導入促進

                                など

資料３

【主要プロジェクト】
（１）脱炭素社会促進プロジェクト
（２）エネルギー地産地消プロジェクト
（３）産業の脱炭素化プロジェクト

【主な事業内容】
・電動車（EV、PHV、FCV）の普及促進
・自立・分散型エネルギーシステム構築支援
・エネルギーコンソーシアムによる技術開発
                                 など

岐阜県次世代エネルギービジョン
（平成28年３月）

【現行】岐阜県エネルギービジョン
（令和４年３月）

（１）『岐阜県エネルギービジョン』の見直し
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（２）本県における主な関連計画との関係

区
分

環境基本計画
地球温暖化防止・気候変動

適用計画
エネルギービジョン

位置づけ ・岐阜県環境基本条例

・地球温暖化対策推進法／気候変動
適応法

・県地球温暖化防止及び気候変動適

応基本条例

―

期 間 令和３年度～令和７年度 令和３年度～令和１２年度 令和４年度～令和７年度

理 念 等
自然と人が共生する持続可能な

「清流の国ぎふ」の実現
２０５０年の目指すべき姿 
「脱炭素社会ぎふ」の実現

岐阜県の特性を活かした
「脱炭素社会ぎふ」の実現

方向性等

１「脱炭素社会ぎふ」の実現と気候
変動への適応

○温暖化対策の推進
・事業者の温室効果ガス排出
削減・省エネの推進

・地域資源を活用した再エネの
  導入・利用の促進

  ○気候変動への適応

（以下、中柱以降を略）

２ 資源循環型社会の形成

３ 美しく豊かな環境との共生

４ 安全・安心な生活環境の確保

５ 未来につなぐ人づくりとライフ
   スタイルの変容

１ 緩和策
・省エネの徹底

・温室効果ガスの排出量の少ない
エネルギーへの転換

・再エネの最大限導入

・次世代自動車の普及を加速
など

２ 適応策
・防災・国土強靭化
・農林水産業の振興
・生物多様性の保全 など

１ 再エネ活用や省エネ技術の使用・
 定着を通じた脱炭素化の促進

２ 脱炭素化につながる水素社会モデ
 ル事業の構築支援や普及啓発

３ 地域資源を活かした再生可能エネ
 ルギーの最大限導入

４ 自立・分散型エネルギーシステム
 の構築による地域の強靱化

５ カーボンニュートラルに向けた
県内エネルギー関連産業の育成
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２ エネルギービジョンに基づく主な取組状況
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（１） 脱炭素社会促進プロジェクトにおける主な取組み

・ 再生可能エネルギーのさらなる導入促進、省エネルギーの徹底、電動車の普及拡大及び電化の促進
などを通じ、家庭や事業所などで効率的・効果的にエネルギーを利活用する

区 分 概 要 等 実績(Ｒ４～６間の累計)※

太陽光発電設備等の設置支
援【県民向け】

自ら居住する住宅への太陽光発電設備や蓄電池の設置を補助
太陽光発電設備：１，２３５件
蓄電池：９９８件

太陽光発電設備等の設置支
援【事業者向け】

自らが事業を営む建物を有する事務所等に設置する太陽光発電設備や蓄
電池を補助

太陽光発電設備：８８件
蓄電池：４２件

中小企業等の省エネ診断・
支援の実施

省エネ・再エネに関する相談窓口を設置するとともに、中小企業等の省エネ
診断、省エネ支援を実施

省エネ診断・支援：７２件・２７件
省エネ・再エネ相談：４４９件
※国・県の支援による件数

中小企業等に対する省エネ
設備等の導入支援

県内中小企業等に対し、省エネ設備等の導入に必要な経費を補助 支援件数：１０８件

事業者の温室効果ガス排出
ガス削減に向けた支援

事業者の省エネ・再エネ促進に向けた専門家派遣やセミナー等の実施
専門家派遣：７０件
セミナー  ：１２回

省エネ住宅の普及支援 国の定める省エネ基準に適合する住宅の取得を補助 支援件数：１３１件

電動車（EV・PHV・FCV）の利
便性向上に向けた支援

電動車の利便性向上に向け、商業施設等への充電インフラ整備や水素ス
テーションの設置を補助

充電インフラ：３０件
水素ステーション：０件

水素社会実現に向けた取組
中部圏の自治体や経済団体等と連携し、水素・アンモニアの社会実装に向
けた取組みを実施。

ワークショップ（３回）、展示会
出展（１回）、セミナー（２回）

※ 事業によっては、令和４年度から実施してないものがあるため、必ずしも３年間の計とはならない
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（２） エネルギー地産地消プロジェクトにおける主な取組み

・ 本県の特徴でもある豊かな地域資源を活かした再生可能エネルギーの最大限導入を促進

・ 災害時にも利活用できる「自立・分散型エネルギーシステム」の構築を支援することで、地域の
強靱化を推進

区 分 概 要 等 実績(Ｒ４～６間の累計)※

自立・分散型エネルギーシ
ステムの普及支援

自立・分散型エネルギーシステムの構築に向け、市町村が行う地域資源
活用可能性調査等を補助

調査等支援：１０市町村(１１回)

農業水利施設を活用した小水
力発電施設整備等の支援

農業用水等を活用した小水力発電の整備等を支援するほか、地域団体
等が行う既存の小水力発電設備を活用した環境教育を支援

施設整備支援(改修）：３施設

環境教育支援：９地区（１２団体）

木質バイオマス利用施設の
導入支援

公共施設等への木質資源利用ボイラー、木質ペレットストーブ、薪ストーブ等の
導入を補助

支援台数：１０３台

エネルギーの森の整備実証
や整備支援

燃料材林（エネルギーの森）に適した樹種選定や施業体系構築のため、
それらの実証に取り組む事業者等を補助するほか、エネルギーの森を整
備する事業者等に、燃料材の搬出量等に応じた補助を実施

ー
（令和7年度新規）

県民協働による未利用材の
搬出促進事業

木質バイオマスの利用促進を図るため、市町村、地域住民及び森林所有
者等が取り組む未利用材の搬出活動などを補助

支援団体：６０団体

事  業  量：１０，６６５トン
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（３） 産業の脱炭素化プロジェクトにおける主な取組み

・ カーボンニュートラルに関する県内産業への技術開発や事業転換の支援に加え、脱炭素化に取り組
むことによる企業価値の向上などを通じて県内産業の振興を図る。

区 分 概 要 等 実績(Ｒ４～６間の累計)※

産学金官連携によるエネル
ギー技術の開発等の促進

「エネルギー関連産業コンソーシアム」において、産学金官が連携し、

エネルギー関連の技術やサービスの開発、事業化を促進

ＷＧ活動への補助：１１件

展示会出展：７回

講演会等の開催：５回

自動車産業のＥＶ化支援
自動車産業の電動化等についての相談窓口を設置するほか、新規参
入・取引拡大を目指した業種別の研究会、ワークショップ等を開催。

窓口相談：９２件（８９企業）

訪問相談：１４２件（９０企業）

計画策定支援：１６件（１６企業）

その他ＷＳ，講習会などを開催

企業の技術的課題解決の
ための研究開発支援

企業の技術的課題解決のための研究開発支援

・現場生産性向上を図る高機能プラスチック製品の開発

・シミュレーションを活用したセラミックスの設計・評価技術の確立

・繊維端材のリサイクルによる資源循環型部材開発に関する研究

・鋳造シミュレーションを用いた革新的な生産効率の向上に関する研究

・構造最適化を活用した創造的設計技術に関する研究

左記の研究開発支援を実施

エネルギー産業の人材育
成支援

自治体、企業、まちづくり団体等の実務担当職員をを対象とした、専門知識や技
術を習得するための研修を実施

基礎研修：延べ１８４名参加

ＥＭＳ研修：延べ１１７名参加

小水力研修：延べ６２名参加

木質バイオマス研修：延べ７５名参加
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再生可能エネルギー創出量
（PJ）

２０１３年度
（基準年度）

２０２３年度
（現状値）

２０２５年度
（中間目標値）

再エネ発電 ２．３７ １１．９０ １３．８８

太陽光 １．７７ ７．８７ １０．０５

風力 ０．０７ ０．０７ ０．１３

バイオマス ０．２７ １．２４ ０．７７

地熱 ０．００ ０．０６ ０．０４

小水力 ０．２６ ２．６５ ２．８９

岐阜県エネルギービジョンの進捗状況 資料１

①再生可能エネルギー創出量（エネルギー種別）

（４） 中間目標に対する進捗状況

②最終エネルギー消費量（部門別）

最終エネルギー消費量
（PJ）

２０１３年度
（基準年度）

２０２１年度
（現状値）

２０２５年度
（中間目標値）

産業部門 ６２．２ ５６．３ ５４．９

業務部門 ３５．２ ２８．２ １８．８

家庭部門 ３１．５ ２６．２ ２４．７

運輸部門 ６０．３ ４９．３ ４４．６

（合計） １８９．３ １５９．９ １４３．０

③再エネ電力比率（再エネ発電÷最終エネルギー電力消費）

区分
２０１３年度
（基準年度）

２０２１年度
（現状値）

２０２５年度
（中間目標値）

再エネ電力比率 ４．３％ １８．６％ ３１．５％以上

○2023年度（令和５年度）の再生可能
エネルギー創出量は前年度比11.0％増

○基準年度比で 5.0倍

○中間目標まで0.9倍の差

○2021年度（令和３年度）の最終エネル
ギー消費量は、前年度比1.0％減

○基準年度比で15.6％の削減

○中間目標まで8.8％の差

○中間目標まで12.9％以上の差
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項目 基準値 現状値 目標値

◆脱炭素社会促進プロジェクト

木質バイオマス利用量（燃料用途）（年間）
15.1千㎥
（2013年度）

145千㎥
（2023年度）

208千㎥
（2025年度）

電動車（EV・PHV・FCV）普及台数（累計）

EV・PHV
1,647台

（2013年度）
12,987台
（2023年度）

37,195台
（2025年度）

FCV
0台

（2013年度）
108台

（2023年度）
295台

（2025年度）

充電インフラ整備数（累計）

急速
31基

（2013年度）
237基

（2023年度）
438基

（2025年度）

普通
117基

（2013年度）
808基

（2023年度）
1,442基

（2025年度）

水素ステーション整備数（累計）
０基

（2013年度）
６基

（2024年度）
11基

（2025年度）

◆エネルギー地産地消プロジェクト

市町村、企業等によるエネルギー地産地消の仕組みの構築数（累計）
０件

（2013年度）
２件

（2024年度）
６件

（2025年度）

◆産業の脱炭素化プロジェクト

次世代エネルギー産業創出コンソーシアムにおける技術開発助成件数
（累計）

０件
（2013年度）

55件
（2024年度）

68件
（2025年度）

（５） 県施策・取組みに関する成果指標
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３ エネルギーに関わる現状(主なデータ）
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資料３（１）－① エネルギーの消費状況 エネルギー消費量の推移

                                                    

    
                

    
    

                        

    
                

    

    

                        

    
                

    
    

                        

      
                        

      
      

                        
            

   

    

     

     

     

     

                                                    

                   

       

○部門別では産業部門が全体の３５.２％を占め最も多く、次いで運輸部門の順。

○エネルギー消費量は２０１５年度をピークに減少傾向にあり、２０２１年度は２０１３年度比▲１５.５％

○２０２１年度と２０１４年度比を部門別で見た削減幅は

家庭部門：▲１７.０％、業務部門：▲１９.９％、運輸部門：▲１８.４％、産業部門：▲９.５％

【都道府県別エネルギー消費統計、
総合エネルギー統計より作成】 11



資料３（１）－② エネルギー消費の状況 国全体と本県のエネルギー消費割合の比較

○ 部門別の割合では、本県は全国に比べ、産業の割合が低く、運輸の割合が高い

○ ２０１３年度比では、本県は全国に比べ、業務、家庭部門の削減率が大きい

産業, 47%

業務, 17%

家庭, 15%

運輸, 22%

［全国 ２０２１年度］

区分 ２０１３

年度比

産業 △11.9％

業務 △10.3％

家庭 △12.5％

運輸 △16.8％

全体 △12.9％

産業, 35%

業務, 18%

家庭, 16%

運輸, 31%

［岐阜県 ２０２１年度］

区分 ２０１３

年度比

産業 △9.5％

業務 △19.9％

家庭 △17.0％

運輸 △9.5％

全体 △15.5％

【資源エネルギー庁公表資料
令和３年（2021年）エネルギー自給
実績（確報）より作成】

【都道府県別エネルギー消費統計、
総合エネルギー統計より作成】
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資料３（２）ー① 再生可能エネルギーの導入状況 再生可能エネルギー導入量の推移

○２０２３年度に導入された再生可能エネルギーのうち、太陽光発電の設備容量が全体の８９％を占める。

○中小水力発電のほか、近年ではバイオマス発電の設備容量も増加している。

○２０２２年度では県内の電気使用量に対して２１.０％（※）分に相当する量の電気が再エネにより発電された。
（※2022年における再エネ発電量を県内の電気使用量で除した値であり、実際に県内で使用された電気の21.0％が
再エネによるものというわけではない。）

FIT制度以降の再エネ導入量の推移

［ｋｗ］

【2022年度までは自治体排出カルテ、2023年は資源エネルギー
庁 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法
情報公開ウェブサイト（2024年3月末時点）より作成】 13



資料３（２）ー② 再生可能エネルギーの導入量 再エネポテンシャルと導入量など

○県全体での再エネ導入率は、１９.3％と、中小水力発電が最も導入が進んでいる。
次いで太陽光発電が１０.７％となっている。

○他の都道府県との比較では、太陽光、地熱がそれぞれ導入率の都道府県順位が３位、５位と導入が進んでいる。

○一方で、中小水力発電の導入量については、４位であるが、活用率では２２位となっている

エネルギー種別

ポテンシャル 導入量 導入率

ポテンシャル
都道府県
順位

導入容量
都道府県
順位

導入率
都道府県
順位

太陽光発電 15,776MW 35位 / 47 1,688MW 19位/ 47 10.7% 3位/ 47

風力発電 5,235MW 14位/ 47 9MW 33位/ 40 0.2% 35位/ 40

中小水力発電 725MW 3位/ 47 140MW 4位/ 47 19.3% 22位/ 47

地熱発電 114MW 18位/ 34 2MW 7位/ 15 2.1% 5位/ 15

合計
（バイオマス除く）

21,850MW 31位/ 47 1,839MW 20位/ 47 8.4% 11位/ 47

※風力発電と地熱発電は、ポテンシャルや導入のある都道府県内での順位を示している 14



４ エネルギーに関わる動向・意見など
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資料３（１） 県内市町村における動向（アンケート調査より）

○ エネルギー施策に関する課題として、主に「予算が十分にない」、「知識やノウハウが無い」が挙げられている

○ エネルギーの地産地消に関する取組は、取組済・取組予定が２４％、今後取り組んでみたいとしているのが２４％

○ また、取組済・取組予定では太陽光発電が多いが、地域の特性を活かして小水力やバイオマスも挙げられている

■エネルギー施策に関する課題（複数回答） ■エネルギーの地産地消に関する取組みについて

その他の
調査結果
(主なもの)

・再エネ由来電力への切り替え、蓄電池やEMSの導入について
「予定はないが実施してみたい」と回答している市町村が多い

・電気自動車の導入は62％、充電設備の導入は55％

・水素・アンモニアを活用した地域の取組は、ほとんど進め
られていない

16



資料３（２） 県内事業者における動向１／２（アンケート調査より）

○ 脱炭素の取組は５９％が「必要性を感じて取り組んでいる」、３２％が「必要を感じているが取り組んでいない」

○ 脱炭素に取り組むきっかけは、「企業の社会的責任」や「エネルギーコスト削減」が主な理由

○ 脱炭素の取組を行った効果は「エネルギーコスト削減の達成」が最も多い

■脱炭素の必要性や取組状況

■取り組むきっかけ

■脱炭素の取組効果

17



資料３（２） 県内事業者における動向２／２（アンケート調査より）

■脱炭素の取組の課題や悩み

○ 今後について、「現在よりも積極的に取り組みたい」への回答が27％、「社会情勢や同業者の動向を見て、今後の
 取組を考えたい」が４２％

○ 主な課題として「経費がかさむこと」や「知識やノウハウの不足」が挙げられている

■脱炭素の取組の課題や悩み

その他の
調査結果
(主なもの)

・全体の18％が脱炭素に関する取引先からの要請がある、
13％が要請はないが削減状況や目標設定等の調査があったとした

18



資料３（３） エネルギーを取り巻く主な状況

区 分 主 な 状 況

エネルギー使用の観点 ○エネルギー価格の高騰

○ＤＸなどの進展に伴う電力需要の増加が見込まれる

○民間企業においても事業者の省エネ支援に取り組んでいる

エネルギーの自給の観点 ○自然災害の大規模化・激甚化

○ロシアによるウクライナ侵攻、中東情勢の緊迫化などエネルギー安全保障上の懸念

○（県内）バイオコークスなど地域資源を活用した新たなエネルギーの動き

再生エネ導入の観点 ○ＦＩＴ制度が折り返しに入る発電施設が増えている

○ＦＩＴの認定件数は減少

○国におけるＦＩＴ制度等の適正運用に向けた取組の強化

○木質バイオマスについて、発電に使用する間伐材などの不足

その他 ○中部圏水素・アンモニア社会実装推進会議としての取組

○燃料電池自動車（FCV）について国において商用車に重点化

○一般照明用の蛍光ランプの製造・輸出入を、２０２７年までに段階的に廃止すること
が決定（2023 年 11 月の「水銀に関する水俣条約 第５回締約国会議）

19



（４） これまで会議やヒアリングなどでいただいた主なご意見等

区 分 主なご意見等

エネルギー使用の観点
(省エネ）

○中小企業が対応を後回しするのは、投資した場合どの程度、（経費が）削減できたの
かわからず、メリットの予測ができないためと考える

○省エネに向けて推進していく方向で議論が進むとよい。

エネルギーの自給の観点 ○エネルギーの安定供給の観点から、分散型の再生可能エネルギーを更に増やす必要がある。

○発電施設の熱利用の観点も重要（地熱発電や木質バイオマス発電の湯を地域の暖房・融雪
等に活用）

○ＥＶは蓄電池としての活用も期待される（災害時など）、蓄電池としての利用が有効な手段

再生エネ導入の観点 ○ＦＩＴ制度が折り返しに入る発電施設が卒ＦＩＴに向けた準備が必要（FIT後の施設を有効
活用、廃棄対応）

○災害時の活用や地域での熱利用、売電収入の活用等、地域でメリットのある地産地消
の形で導入を進めていくとよいのではないか。

○木質バイオマスについては、発電に使用する間伐材が不足しているが、森林自体が足
りていないわけではなく木材の生産が足りていない。

○小水力発電について、農業水利施設を中心に展開してきたが、過去の適地調査で、可
能な箇所では整備済み

○地域で未利用だったり、廃棄されるような資源について、エネルギーとしてまだまだ
有効活用する余地があるのではないか（エネルギーとその供給源の多様化）

その他 ○先進事例を紹介できる仕組みづくりは必要であると感じている。

○各関係団体から人材を募り、勉強会を開催するなど人材育成やつながりの場を提供する仕
組みを検討してはどうか 20
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